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資料５

林野公共事業における事前評価マニュアルの改正について（案）

１ 改正の背景

公共事業に係る事業評価は、総務省による「公共事業に係る政策評価の点検（認定

関連活動）」を受けており、平成 25 年度から平成 26 年度に行われた上記点検において、

災害防止便益の山地災害防止便益について、以下の２点の指摘を受けた。

（１）年平均想定被害額に全国一律値を用いることの妥当性

（２）全国一律値を使用する場合に、それを 0.037L とすることの妥当性

これらの指摘について、本年度の委託調査において、検討委員会を設置し、有識者

による検討を行った。

現行の「事前評価マニュアル」の記載内容（抜粋）

１）山地災害防止便益

治山事業を実施しない場合の山腹崩壊、土石流、地すべり等による災害発生

による想定被害額を算定し、これを便益として評価する。

Ｄ：山腹崩壊等によって被害を被る家屋や資材等の年平均の被害想定額

Ｒ：年間山腹崩壊発生率

Ｔ：整備期間

Ｙ：評価期間

（参考）

想定年平均被害額の算定については、幾つかの山地災害の規模を想定し、ある

規模から次の規模までの山地災害の年平均生起確率を、それぞれに対応する想定

被害額に乗じて、当該山地災害規模の年平均想定被害額とし、これを山地災害の

最大規模の段階から最小規模の段階まで順次累計することにより算出する。

治山事業の費用対効果分析においては、この年平均想定被害額を0.037Ｌとす

る（ただし、Ｌは最大被害額（保全対象が全て壊滅的な被害を受けた場合の被害

額）とし、保全対象の評価額とする）。
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２ 検討内容

（１）年平均想定被害額に全国一律値を用いることの妥当性

総務省の具体的な指摘事項は、

・ 個別事例について便益を精緻に計算することは、現場の対応能力や予算制約

に鑑みると非効率である

・ このため、全国一律値等を用いた簡便な便益計算方法を採用していることに

ついては、一定程度理解し得る

・ ただし、明らかに、標準的ではない特殊な事態や固有の効果が想定される場

合は、精緻な計算が必要

となっている。

検討委員会において、年平均想定被害額の算出にあたり、現行の事前評価マニュ

アルでは､各確率年の最大日雨量の算定（P6「年平均想定被害額の算出方法」参照）

において､確率雨量の推計にガンベル分布と呼ばれる分布を適用していることから、

この適用が妥当であるか検討を行ったところ、

・ ガンベル分布を全国一律に適用する点については、気象庁が全国 51 箇所の雨

量計計測地点において、最新の雨量データを基に確率雨量の推計を行っている

が、51 箇所のうち 32 箇所においてガンベル分布が適用されていること、また、

他の分布に比べて控えめな数値が推計されることから、妥当であるといえる。

・ しかしながら、個別に被害を想定することが望ましいと判断される場合も想

定されることから、そのことについて事前評価マニュアルに追記すべき

との意見を得ることができた。
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気象庁による確率雨量の推計結果（30年・50年・100年）
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（出典）気象庁 HP より抜粋

確率規模（再現期間）と確率雨量の関係

（出典）第 14 回兵庫県武庫川流域委員会資料（平成 17 年３月）

を基に作成
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（２）全国一律値を使用する場合に、それを 0.037L とすることの妥当性

総務省の具体的な指摘事項は、

「200 年確率雨量による災害に係る被害額＝ 100 年確率雨量による災害に係る被

害額」とする根拠を科学的な調査に基づいて提示すべきである

となっている。

これまで林野庁では、治山事業を実施後に、100 年確率を超える降雨が発生した

場合にも、治山施設による被害軽減効果が発揮されるとして、「200 年確率雨量によ

る災害に係る被害額＝ 100 年確率雨量による災害に係る被害額」として便益を算定

してきた。

これは、100 年確率を超える被害を想定することは、推計が困難であるとみられ

るものの、治山施設の災害防止機能が一定程度余裕をみて設計されていることから、

控えめにみて 100 年確率の被害分は防ぐことが可能であるという前提を置いたもの

である。

検討委員会において、以上の点について検討を行ったところ､

・ 他省の事業の費用便益分析マニュアルでは、計画規模以上の被害について便

益として算定していない

・ 治山施設は、100 年確率雨量による災害を想定して設計されている。200 年確

率雨量よる災害に耐え得るというのは説明が難しい。想定被害額の算定は、100

年確率までで止める 0.032L の考え方が良い

・ 100 年確率雨量を超える災害が発生し、治山施設が 100 年確率雨量による被

害を食い止めたという事例や論文は無い。論理性からするとやはり 100 年確率

雨量までかと思う

との意見を得ることができた。
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年平均想定被害額の算出方法

３ 改正内容

検討委員会での有識者の意見を踏まえ､

・ 年平均想定被害額は､全国一律値を用いる場合､ 0.032L とする（0.037L を

0.032L に変更する）

・ 個別に被害を想定することが望ましいと判断される場合は､別の算定手法を用

いることができるとのただし書きを付ける

の二点について改正することを検討している。

（参考）森林整備保全事業費用対効果分析手法検討委員会名簿

早 稲 田 大 学 教 授 赤尾 健一

東京農工大学 教 授 石川 芳治

東 京 大 学 名誉教授 太田 猛彦（座長）

森林総合研究所 チーム長 岡部 貴美子

日本林業技士会 会 長 小林 洋司

長 崎 大 学 教 授 吉田 謙太郎

XKPT 

量の平均値：観測期間内最大日雨
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林野公共事業における事前評価マニュアル（平成14年3月26日付け13林整計第541号林野庁森林整備部計画課長通知）

新旧対照表（案）

改 正 後 現 行

１）山地災害防止便益 １）山地災害防止便益

治山事業を実施しない場合の山腹崩壊、土石流、地すべり等による 治山事業を実施しない場合の山腹崩壊、土石流、地すべり等による

災害発生による想定被害額を算定し、これを便益として評価する。 災害発生による想定被害額を算定し、これを便益として評価する。

Ｄ：山腹崩壊等によって被害を被る家屋や資材等の年平均想定被害額 Ｄ：山腹崩壊等によって被害を被る家屋や資材等の年平均の被害想定額

Ｒ：年間山腹崩壊発生率 Ｒ：年間山腹崩壊発生率

Ｔ：整備期間 Ｔ：整備期間

Ｙ：評価期間 Ｙ：評価期間

（参考） （参考）

年平均想定被害額の算定については、幾つかの山地災害の規模を想定 想定年平均被害額の算定については、幾つかの山地災害の規模を想定

し、ある規模から次の規模までの山地災害の年平均生起確率を、それぞ し、ある規模から次の規模までの山地災害の年平均生起確率を、それぞ

れに対応する想定被害額に乗じて、当該山地災害規模の年平均想定被害 れに対応する想定被害額に乗じて、当該山地災害規模の年平均想定被害

額とし、これを山地災害の最大規模の段階から最小規模の段階まで順次 額とし、これを山地災害の最大規模の段階から最小規模の段階まで順次

累計することにより算出する。 累計することにより算出する。

治山事業の費用対効果分析においては、この年平均想定被害額を0.032 治山事業の費用対効果分析においては、この年平均想定被害額を0.037

Ｌとする（ただし、Ｌは最大被害額（保全対象が全て壊滅的な被害を受 Ｌとする（ただし、Ｌは最大被害額（保全対象が全て壊滅的な被害を受

けた場合の被害額）とし、保全対象の評価額とする）。 けた場合の被害額）とし、保全対象の評価額とする）。

ただし､事業規模や雨量等の地域特性を考慮し､個別に被害を想定する

ことが望ましいと判断される場合には､別の算定手法を用いることができ

る。


